
西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地震による住宅の電気火災の発生を防止し、住宅の出火及び延

焼を住民自らが防止するため、感震ブレーカーの設置に要する経費の一部に対し、

予算の範囲内において、西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金（以下「補助

金」という。）を交付することに関し、西条市補助金等交付規則（平成１６年西条市

規則第４０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この告示において「感震ブレーカー」とは、地震時に通電を遮断する機能を

有する機器のうち、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものをいう。 

 (1) 分電盤タイプ（後付型） 分電盤に外付けすることで当該分電盤に感震機能を

付加する機器（電気工事が必要なものに限る。） 

 (2) コンセントタイプ コンセント等に内蔵されたセンサーが揺れを感知し、主幹

ブレーカー又は当該コンセントから電気を遮断する機器 

(3) 簡易タイプ ばねの作動、重りの落下等によりブレーカーを作動させ、電気を

遮断する機器（第１号に該当するものを除く。） 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の

いずれにも該当する者とする。 

(1) 市内に住所を有する世帯に構成員として属している者であること。 

(2) 令和７年８月 1 日から令和８年３月３１日までに、所有する市内の住宅への感

震ブレーカーの設置が完了した者であること。 

(3) 補助対象者が属する世帯の全員が市又は他の地方公共団体から同種の補助を

受けていない者であること。 

(4) 補助対象者が属する世帯の全員が市税を滞納していない者であること。 

(5) 補助対象者が属する世帯の全員が西条市暴力団排除条例（平成２３年西条市条

例第２０号）第２条第２号及び第３号に規定する暴力団員及び暴力団員等並びに

これらに関係する者でないこと。 

（補助対象感震ブレーカー） 

第４条 補助金の交付の対象となる感震ブレーカー（以下「補助対象感震ブレーカー」

という。）は、次の各号のいずれにも該当する物とする。 

(1) 令和７年８月１日以後に市内の法人又は個人事業主から購入する製品（インタ

ーネット、通信販売等で購入する製品を除く。）であること。 

(2) 新品又は未使用品であること。 

(3) 補助対象者が自らの世帯で使用するための製品であること。 



(4) 分電盤タイプ（後付型）は、電気工事による設置がなされたものであること。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象感震

ブレーカーの購入及び設置に要する経費（既設のブレーカーの処分に係る経費を除

き、地方税及び地方消費税を含めない。）とする。 

２ 前項に規定する補助対象経費の額の算定において、クーポン等による割引がある

場合については、当該割引後の額を補助対象経費とする。 

（補助金の額及び交付回数） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に４分の３以内を乗じて得た額（その額に１０

０円未満の端数が生じる場合にあっては、これを切り捨てた額）とし、１万５，０

００円を限度とする。ただし、特に市長が必要と認める場合は、本文に定める率及

び限度額の範囲内で市長が別に定める率及び限度額とすることができる。 

２ 補助金の交付は、１世帯１回までとする。 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助対象感

震ブレーカーを購入した日の属する年度の末日までに、西条市感震ブレーカー設置

支援事業費補助金交付申請書兼誓約書（様式第１号。以下「申請書」という。）に、

次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象感震ブレーカーを購入した日付又は設置した日付及び金額を証する

書類の原本又はその写し 

(2) 西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金設置前・後の写真張り付け台紙

（様式第２号） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付の決定及び通知） 

第８条 市長は、申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否

を決定し、その結果を西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金交付決定通知書

（様式第３号）又は西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金不交付決定通知書

（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第９条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）は、速やかに西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金交付請求書（様式第

５号）を市長に提出しなければならない。 

（補助対象感震ブレーカーの譲渡等の禁止） 

第１０条 購入した補助対象感震ブレーカーは、譲渡し、又は売却してはならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１１条 市長は、規則第１４条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取



り消したときは、西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金交付決定取消通知書

（様式第６号）により、交付決定者に通知するものとする。 

２ 規則第１４条の規定による補助金の返還の命令は、西条市感震ブレーカー設置支

援事業費補助金返還命令書（様式第７号）により行うものとする。 

（その他） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この告示は、令和７年 月 日から施行する。 

  



様式第１号（第７条関係） 

年  月  日 

西条市長        殿 

 

住  所 

申請者  氏
ふり

  名
がな

         ㊞ 

電話番号 

 

西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金交付申請書兼誓約書 

 

次のとおり西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金（以下「補助金」という。）

の交付を受けたいので、西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金交付要綱第７条

の規定により、関係書類を添えて申請します。 

また、補助金の趣旨を理解し、同意事項及び宣誓事項について、同意し、及び宣誓

します。 

申請額 円 

１ 同意事項 

西条市が、市税の納付状況、過去に西条市又は他の地方公共団体から同種の補助

を受けていないこと等補助金の交付の決定に当たり必要となる私の世帯全員の市

税の納税状況等の情報について、調査・照会することに同意します。 

２ 宣誓事項 

(1) 私が購入した感震ブレーカーは、新規の分電盤ではなく、かつ、自らの世帯で

使用するために購入したものであることに相違ありません。 

(2) 世帯の全員が補助金と同種の補助を受けた者ではありません。 

(3) 世帯の全員が西条市暴力団排除条例（平成２３年西条市条例第２０号）第２条

第２号及び第３号に規定する暴力団員及び暴力団員等並びにこれらに関係する

者ではありません。 

(4) 市長又は監査委員から調査又は監査の求めがあったときは、誠実に応じます。 

(5) この補助金の交付を受けて購入した感震ブレーカーを他の者に譲渡し、又は売

却しません。 

３ 添付書類 

(1) 感震ブレーカーを購入した日付又は設置した日付及び金額を証する書類の原

本又はその写し 

（裏面へ）  



(2) 西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金設置前・後の写真張り付け台紙

（様式第２号） 

(3) その他市長が必要と認める書類 

 

設
置
し
た
感
震
ブ
レ
ー
カ
ー
の
情
報 

購入年月日 メーカー 品番 品名 
金額 

（税抜き） 

    円 

    円 

    円 

    円 

    円 

上記感震ブレーカー設置等に要した金額 円 

工事業者名  

工事業者住所  

その他 ポイント割引・値引き等（マイナスで記入） 

   

注 ３の(1)の添付書類に感震ブレーカーを購入した日付又は設置した日付、金額の

内訳等（機器代金と設置費用が分かれているもの）が記載されていない場合は、購

入した日付、金額の内訳等を記入してください。 

  



様式第２号（第７条関係） 

西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金 

設置前・後の写真張り付け台紙 

 

申請者氏名  

感震ブレーカーの設置前後が分かる写真を張り付けて提出してください。  

（２個以上購入している場合は、それぞれ提出が必要です。） 

設置前写真 

設置前の状態が分かるように撮影すること。 

 

設置後写真 

設置後の状態と感震ブレーカーが分かるように撮影すること。 



様式第３号（第８条関係） 

第     号 

 

          様 

 

西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金交付決定通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあった西条市感震ブレーカー設置支援事業

費補助金について、西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金交付要綱第８条の規

定により次の条件を付けて、    年度において補助金     円を交付します。 

 

    年  月  日 

 

西条市長         印 

 

 

条件 

１ この補助金は、本補助事業の目的以外に使用してはなりません。 

２ この補助事業は、市長及び監査委員が調査又は監査することがあります。 

３ 西条市補助金等交付規則第１４条各号の規定のいずれかに該当するときは、こ

の決定の全部又は一部を取り消すことがあります。 

４ ３により取り消した場合は、補助事業の当該取消しに係る部分に関し既に補助

金が交付されているときは、期限を定めてその返還をさせるものとします。 

５ ４により補助金の返還を求められたときは、受領の日から納付の日までの日数

に応じ、当該補助金の額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金

を納付しなければなりません。 

６ ４により補助金の返還を求められ、納期日までに納付しなかったときは、納期

日の翌日から納付の日までの日数に応じ、未納付額につき年１０．９５パーセン

トの割合で計算した遅延損害金を納付しなければなりません。 

 

  



様式第４号（第８条関係） 

第     号 

 

          様 

 

西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金不交付決定通知書 

 

    年  月  日付けで申請のあった西条市感震ブレーカー設置支援事業

費補助金について、次の理由により不交付とすることを決定したので、西条市感震ブ

レーカー設置支援事業費補助金交付要綱第８条の規定により通知します。 

 

    年  月  日 

 

 

西条市長         印 

 

 

不交付とする理由 

 

 

 

 

  



様式第５号（第９条関係） 

年  月  日 

 

西条市長         殿 

 

住所 

氏名              

電話番号 

 

西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金交付請求書 

 

請求額        円 

 

上記金額を    年  月  日付け    第   号により交付決定のあ

った西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金として請求します。 

 

振込先口座 

ゆうちょ銀行以

外の金融機関 

金融機関名 店名 

銀行   

農協   

信用金庫 

（     ） 

支店 

支所 

出張所 

口座種別 口座番号（７桁で記入） 

１ 普通 

２ 当座 

３ その他（       ） 

       

ゆうちょ銀行 

通帳番号 通帳記号（右詰めで記入） 

１    ０ の        １ 

 

口座名義 

（カナ）  

口座名義  

 

  



様式第６号（第１１条関係） 

第     号 

 

          様 

 

西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金交付決定取消通知書 

 

    年  月  日付け    第   号で交付を決定した西条市感震ブ

レーカー設置支援事業費補助金について、次により交付決定を取り消しましたので、

西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金交付要綱第１１条の規定により通知しま

す。 

 

    年  月  日 

 

西条市長         印 

 

 

１ 交付決定額 円 

２ 取消額 円 

３ 取消理由 
 

 

  



様式第７号（第１１条関係） 

第     号 

 

          様 

 

西条市感震ブレーカー設置支援事業費補助金返還命令書 

 

    年  月  日付け    第   号で交付決定を取り消した西条市

感震ブレーカー設置支援事業費補助金について、次のとおり補助金の返還を命じます。 

 

    年  月  日 

 

西条市長         印 

 

 

１ 返還命令額 円 

２ 返還期限 円 

３ 返還方法 
 

 

 


